
総合事業の見直しについて

令和４年１１月２４日（木）
熊取町介護保険課
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１ 熊取町の現状及び総合事業

の見直しの必要性について
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人口の推移
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世帯の推移

一般世帯の減少に対し、高齢独居世帯は増加
一般世帯に占める高齢独居世帯の割合は２０４０年には１５．２％に
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要支援１～要介護２の軽度者が特に増加
→自立支援・重度化防止が重要

要支援・要介護認定者数の推移

令和3年の1.3
倍に
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要支援１～要介護２の軽度者が特に増加
→自立支援・重度化防止が重要

認知症高齢者数の推移

令和3年の1.5倍に
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介護職員等の必要数推計をみると、2035年に需要のピークが来る見
込み

介護人材の需要の推移

現在の1.5倍の介護人材が必要に
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第１号被保険者数の増加は緩やかなものの、認定者数はそれ以上に増加
→給付費は年々増加し、それに伴いより多くの保険料が必要に

給付費の推移
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保険料の推移
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高齢者の現状から見えた将来的な問題点

自立支援・重度化防止及び個々の状態に応じた
サービス利用を進めないと・・・

〇認定者の重度化が進み、中重度者の比重が高くなる

〇重度化に伴い在宅生活が困難になると、施設待機者が増える

〇給付費がますます増加

〇保険料が上昇→被保険者の負担が増加

〇介護需要の増加に対して、介護人材が不足→ニーズに応じた
サービスが受けられなくなるかも
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総合事業の見直しの必要性（まとめ）

高齢者人口がピークを迎える２０４０年を見据え

少子高齢化
要介護、認
知症高齢者
の増加

介護給付費
の増大

介護保険料
の増加

介護人材の
不足

介護予防・日常生活支援総合事業の効果的・効率的な実施

自立支援・重度化防止の取組みの推進等により、課題の解決を図る。
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２ 総合事業の課題について
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〇一次予防、二次予防に分けた従来の介護予防事業は非効率的

これまでの振り返り

〇全国一律の予防給付だけでは介護予防は推進しない

〇高齢化の進行度や社会資源など市町村ごとに差がある

〇地域の実情に応じ、市町村の裁量による柔軟な取組みが可能に

〇熊取町では平成２９年４月から総合事業を実施し、多様なサービ
スを創出
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熊取町の場合

サービスの種類 サービス内容 特徴

介護相当サービス（訪問・通
所）

（訪問）訪問介護員による身体介護・
生活援助
（通所）通所介護と同様のサービス、
生活機能の向上のための機能訓練

予防給付から移行した従前からの
サービス

緩和型サービス（訪問・通所）

（訪問）調理、掃除等の生活援助
（通所）ミニデイサービス

体操・運動・レクリエーシ
ョンなど

人員基準等基準が緩和されたサー
ビス
専門職でなくてもサービス提供が
可能

短期集中予防サービス（訪問・
通所）

（訪問）理学療法士・管理栄養士・言
語聴覚士・歯科衛生士・薬剤師等によ
る居宅での相談指導等
（通所）生活課題解決のための運動を
中心とした短期集中プログラムで３～
６か月で元の生活へ戻ることを図るも
の

町が直接実施（一部委託）
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人員基準等が緩和されたサービスで、町などが実施する生活援助サービ
ス従事者研修（１２時間）を修了することでサービスの提供が可能

〇緩和型サービスについて

・主な基準緩和項目

訪問型サービス

従事者の員数を当該サービスを適切に行うために必要と認められる
数としている

通所型サービス

生活相談員、看護職員、機能訓練指導員の配置を義務づけていない

食堂、機能訓練室、相談室の設備の設置を義務づけていない

※訪問・通所ともに介護相当サービスとの一体的な運営が行われて
いる場合は、それにより設備・備品の基準を満たすとみなされる
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生活課題解決のための運動を中心とした短期集中プログラムを３～６か
月実施し、可能な限り元の元気な生活にもどれるよう支援する

〇短期集中予防サービス（ふれあい元気教室）について

対象 要支援１・２、事業対象者

定員等 １クール定員１５人×年間３クール

場所 熊取ふれあいセンター

送迎 あり

費用 無料

内容 ・健康運動指導士、理学療法士による運動指導及び評価
・保健師、看護師によるフォロー
・栄養士、歯科栄養士、言語聴覚士による食事やお口の手入れに関
する指導

・教室卒業後に運動継続できるようタピオステーション等本人に合った地域
活動場所へのつなぎを行う



19※令和４年９月号広報より抜粋

対象者の生活課題を
達成できるように、
仲間と楽しく運動を
しています！
口腔・栄養面からも
サポートして、対象
者の元気を応援しま
す！
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総合事業の課題

多様なサービスの利用が促進されず、緩和型サービスや短期集中予
防サービスの利用に適している方であっても介護相当サービスの利
用に繋がっているケースが多く、自立が促進されないままサービス
利用が継続されている

○令和２年度の多様な（緩和型）サービス利用の現状
（令和２年６月実施サービス提供事業所向けアンケートより）
【緩和型訪問サービス利用可能な方の割合】
５５．２％ ⇒ところが、実績：１３．２％
【緩和型通所サービス利用可能な方の割合】
８６．１％ ⇒ところが、実績：３４．７％
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○令和２年度の多様な（緩和型）サービス利用の現状
（令和２年６月実施の居宅支援事業所向けアンケートによる）
多様な（緩和型）サービスが伸びない理由として、多数意見としては
①特に理由はないが、今までの流れで介護相当サービスを利用している
②サービス提供事業者が少ない。
③利用者が介護相当サービスの利用を望む。
が挙げられた
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要支援認定者

ケアマネジャーによるアセスメント～サービス利用へ

【予防給付】

訪問看護

訪問・通所リハビリテーション

福祉用具貸与

住宅改修など

【総合事業】

訪問型サービス

通所型サービス

自宅で入浴できなくなった
↓

デイサービス利用

浴槽掃除ができなくなった
↓

ヘルパー利用

サービスを入れることが目的かしているケアプラン

これまで

サービスに終
わりがない

サービスに依存

（利用していないと不安）

生活の課題は解決
しないため、状態
が悪化

目の前の課題解決に
焦点を当てたサービ
ス
（本人の生活機能の改善に
焦点が当たっていない）

「お世話型
サービス」

「自立支援型
サービス」へ
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なぜ多様なサービスの利用、自立支援・重度化防止が促進されないか①

保険者としての反省点

２ 各サービスをどういった人が使うのかという状態像
が明確ではなかった

１ 総合事業の基本的な方針を明確に示せていなかった

３ 認定申請時等の利用者への介護保険の目的等につい
ての説明が不十分であった
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第１条（目的）
この法律は、加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病等により要介護状態となった者等に

ついて、これらの者が尊厳を保持し、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができる
よう、必要な保健医療サービス及び福祉サービスに係る給付を行うため、国民の共同連帯の理念介
護保険制度を設け、その行う保険給付等に関して必要な事項を定め、もって国民の保健医療の向上
及び福祉の増進を図ることを目的とする。
第２条（介護保険）
１ 介護保険は、被保険者の要介護状態又は要支援状態（以下「要介護状態 等」という。）に関
し、必要な保険給付を行うものとする。

２ 前項の保険給付は、要介護状態等の軽減又は悪化の防止に資するよう行われるとともに、医療
との連携に十分配慮して行われなければならない。
（以下 略）

第４条（国民の努力及び義務）
国民は、自ら要介護状態となることを予防するため、加齢に伴って生ずる心身の変化を自覚して

常に健康の保持増進に努めるとともに、要介護状態となった場合においても、進んでリハビリテー
ションその他の適切な保健医療サービス及び福祉サービスを利用することにより、その有する能力
の維持向上に努めるものとする。（以下 略）

介護保険法抜粋
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なぜ多様なサービスの利用、自立支援・重度化防止が促進されないか②

ケアマネジャー

・お世話型ケアプラン

・アセスメント力不足

・目標があいまい

利用者・家族

・介護サービス、介護
予防への理解不足

サービス提供事業所

・お世話型のサービス
提供

相互に関係
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課題解決のために

町・ケアマネジャー・サービス提供事業所・利用者及びその家族が
「利用者の自立及び重度化の防止」という目的に向けた共通認識を
持ってそれぞれ取組むことが重要

GOAL
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３ 課題解決のためのこれまでの

町の取組み
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・新規申請時の窓口相談シートの導入（後ほど詳しく説明）

〇対象者把握の取組み

・生活課題アセスメントのための専門職訪問（ＯＴ又はＰＴ）の実
施（後ほど詳しく説明）等

ふれあい元気教室（通所型短期集中予防サービス）

〇ふれあい元気教室のプログラムの見直し

・２クールから３クールに拡充

〇ふれあい元気教室の受け入れ体制の充実

・生活課題を解決するための運動プログラムに変更
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研修会・講演会等の実施

時期 取組み内容

令和３年５月 町庁舎内及び関係機関への規範的統合研修会

令和３年８月 ケアマネジャー、サービス事業所向け研修会

令和３年１１月
住民向け公開講座「健康寿命をのばそう！」
主催：大阪府理学療法士会
共催：熊取町理学療法士会、熊取町

令和３年１２月
ケアマネジャー向け研修会「介護予防ケアマネジメントに係
る生活課題アセスメント」（基礎編）

令和４年１月
住民向け講演会「年のせいだとあきらめていませんか？元気
で長生きの秘訣！」
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時期 取組み内容

令和４年１月 通所介護（デイサービス）事業所向け研修会

令和４年２月
ケアマネジャー向け研修会「介護予防ケアマネジメントに係
る生活課題アセスメント」（応用編）

令和４年７月

町長・厚生労働省介護予防普及展開事業検討委員会事業所
ワーキング座長である佐藤孝臣氏のオンライン対談
テーマ「永く、楽しく暮らすための介護予防」
※令和４年８月～ 町ホームページにて公開中

令和４年９月
広報くまとり９月号にて、介護予防に係る特集ページ「永く、
楽しく暮らすための介護予防」を掲載

令和４年１１月
住民向け公開講座「姿勢について知ろう」
主催：大阪府理学療法士会
共催：熊取町理学療法士会、熊取町

※上記の研修会において、総合事業の見直しの必要性及び概略について説明
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４ これからの総合事業
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要支援認定者・事業対象者

ふれあい元気教室を利用

これからは

ケアマネジャーによるアセスメント＋リハ職による専門職訪問

「生活課題の明確化」

①ＩＡＤＬ（手段的日常生活動作：買い物・食事の用意など）など、
生活行為の阻害因子を解決して、生活機能の改善を図る

②健康を維持するため、日常生活における活動量の増加・維持を図る

③課題解決のため、短期間、集中的に専門職が関わり、「指導」を行
う（効果的な介護予防プログラム）

④セルフマネジメントを通じて、自己管理力を高める

「課題を解決（改善）することを目的としたプラン」

元 の 生 活 に 戻 る
（または、可能な限り元の生活に近づく）

「永く、楽しく暮ら
すための介護予防」
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（１）ふれあい元気教室を主軸とした事業展開
※令和６年４月～

要支援認定を受け、新規にサービスを利用する場合

原則ふれあい元気教室利用からスタート
※ふれあい元気教室の利用が可能かアセスメントを優先（専
門職訪問（後述）を活用したアセスメント支援を活用）

ふれあい元気教室の対象者
進行性疾患（がん、認知症、難病等）・その他精神疾患により専門職
によるサービスが必要な方以外で、医師から運動制限の指示を受けて
いない人

生活機能の改善により可能な限り元の生活へ
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（２）介護相当サービスから緩和型サービスへ
の移行※令和６年４月～

身体介護を必要としないなど専門職でなくてもサービス提
供が可能な者については、緩和型サービスを利用
※介護相当サービス利用の必要性があるとケアマネジャー
がアセスメントした場合は、その理由書を町へ提出

介護需要の増加及び介護人材不足の状況においても、真
に専門職による支援を必要とする者に対し専門職がサー
ビスを提供することが可能となる
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（３）新規申請時の窓口対応の強化及び専門職訪問

〇新規申請時の窓口対応

・介護保険の目的及び介護予防の重要性の説明

・窓口相談シートによるアセスメント

令和３年度よりADL/IADLを確認できる窓口シートを導入

IADLのみ低下している方に、生活課題アセスメントのため、リハ
ビリテーション職（ＯＴ又はＰＴ）による専門職訪問を導入
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①の項目に該当せず、
②の項目に１つでも該
当した方を地域支援事
業担当へつなぐ

・地域支援事業担当で
基本チェックリスト
を利用し詳細を聞き
取る。

・専門職訪問の意向を
確認

地域包括支援セン
ターに訪問を依頼
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〇専門職訪問について

【目的】 地域包括支援センター及びケアマネジャーがリハ職による
アセスメントの視点や予後予測及び目標の明確化、課題解
決に向けたサービスの選定など介護予防・自立支援の考え
方に立ったプラン作成の支援を行う

【内容】 要支援認定者・事業対象者・新規申請時の窓口相談で必要と
判断した者の自宅をリハ職とケアマネジャー若しくは地域包
括支援センター職員が訪問し、生活課題のアセスメントを行
う

具体的には・・・

・生活課題となっている動作の工程分析 ・生活課題の明確化
・予後予測及び目標の具体化
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（注意）リハ職はあくまで支援としての関わりのため、アセスメントや
サービス選定、合意形成、疾病のリスク管理等はケアマネジャー等が従
来どおり行います。
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総合事業サービス利用の考え方（まとめ）

〇サービス利用の新ルール施行時期

令和６年４月１日～

※この日以降の新規認定者については、新ルールに基づいてサー
ビスを選択

※既にサービスを利用している人もケアプランの見直しのタイミ
ングで新ルールに基づいたサービス選択へ
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〇サービス利用の優先順位

第一優先 ふれあい元気教室

第二優先 （訪問・通所）緩和型サービス

第三優先 （訪問・通所）介護相当サービス

※ふれあい元気教室と他の通所型サービスの併用は不可

※ふれあい元気教室と訪問型サービスの併用は可能

※訪問型短期集中予防サービスについては利用者の状態に応じて
必要時導入
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総合事業サービス利用の基本的な考え方
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訪問型サービスの利用対象者
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通所型サービスの利用対象者
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サービス利用フロー

要介護認定申請 基本チェックリストの実施

要介護１～５ 要支援１・２ 事業対象者 非該当（自立）

介護サービス

一般介護予防事
業

ふれあい元気
教室

緩和型サービス
介護相当サービス
訪問短期集中Ｃ

予防給付

アセスメント（ふれあい元気教室が
利用できないかまず検討）

＋
専門職訪問によるアセスメント支援

※事業対象者：（新規）予防給付、緩和型サービス・介護相当サービス利用不可
（更新時、要支援⇒事業対象者）予防給付利用不可
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５ 総合事業見直しに向けた取組み
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〇共通

① サービス提供事業所・ケアマネジャー向け説明会の
実施

令和６年４月の見直しに向け、複数回実施予定

② 住民向け講演会の実施

介護予防の重要性をテーマとした住民向け講演会を定期的に実施予定
※現在、下記の講演会の実施について決定済
・令和５年３月１日（水）厚生労働省介護予防普及展開事業検討委員
会事業所ワーキング座長である佐藤孝臣氏による講演（ふれあい元
気教室の成功事例について併せて周知予定）

※令和４年１０月３日（月）にサービス提供事業所向けへ１回目の説
明会を実施済（今回とほぼ同じ内容を説明）
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〇ふれあい元気教室を主軸とした事業展開

① 受け皿機能の強化及びプログラムの改善

・令和４年度に２クールから３クールに拡充したが、より多くの人
が利用できるよう体制について検討

・町の直接実施分でも受け入れが難しい場合、事業所への委託につ
いても検討

・より効果的に実施できるよう教室のプログラムを随時改善

② 教室修了者の地域活動参加の促進

生活機能が改善し、教室を修了した後、利用者のモニタリング実施
及びタピオステーション等地域の活動へつないだ場合のケアマネ
ジャーに対する加算報酬導入の検討
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〇介護相当サービスから緩和型サービスへの移行

生活援助サービス従事者研修の充実

・緩和型サービス従事者を養成する生活援助サービス従事者研修の
受講者増加

・就労希望のある研修修了者と雇用を希望する事業所のマッチング
※令和４年度から雇用を希望する事業所情報の研修修了者への情報
提供を開始
効果検証のうえ、実施方法改善に向け検討
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〇新規申請時の窓口対応の強化及び専門職訪問

① 介護保険制度及び介護予防の啓発用媒体の作成

窓口はもちろん様々な場所で活用できるよう、介護保険の理念・介
護予防の重要性等の啓発用のちらしや動画を作成する

② ケアマネジャーとの専門職訪問実施

・現在は、地域包括支援センター職員を中心に専門職訪問を実施中

・今後は居宅介護支援事業所のケアマネジャーにも利用してもらえ
るよう事例等の周知を行う



50

６ 最後に
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総合事業の見直しにより目指す姿

〇軽度なうちに生活課題を解決し元気に！

〇元気になった後は地域で活躍！

〇介護人材の不足に対応し、その人の状態像にあったサービスを提供

〇健康寿命の延伸により、住慣れた地域で自分らしい生活を続け
られるような仕組みができるようになり、結果的に給付費・保
険料の抑制につながる




